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デリバティブの祝日取引制度導入に伴う証券取引等清算業務に関する「業務方法書」等及び
「商品取引債務引受業に関する業務方法書」等の一部改正について

I. 改正趣旨

株式会社大阪取引所及び株式会社東京商品取引所においてデリバティブの祝日取引制度が導

入されることに伴い、祝日取引において成立した取引の債務引受を行うとともに、祝日取引に

おいて発生し得る清算参加者のエクスポージャーの拡大に対応するためのリスク管理制度を導

入するなど、証券取引等清算業務に関する「業務方法書」等及び「商品取引債務引受業に関する

業務方法書」等について所要の改正を行う。

II. 改正概要 （備  考）

（１）祝日取引実施日における債務の引受け

・指定市場開設者が休業日において立会を行う日として定める日（以

下「祝日取引実施日」という。）においては、同日における取引を行う

旨の届出を行った清算参加者（以下「祝日清算参加者」という。）を対

象に債務の引受けを行う。

・証券取引等清算業務に

関する業務方法書第４条

・商品取引債務引受業に

関する業務方法書第４条

（２）祝日清算参加者の届出

・清算参加者の届出事項に、祝日取引実施日における取引を開始する

場合等を追加する。

・証券取引等清算業務に

関する業務方法書第１９

条

・商品取引債務引受業に

関する業務方法書第１９

条

（３）連続する祝日取引実施日においてリスクが増大した清算参加者

の債務の引受けの停止

・連続する祝日取引実施日においては、祝日清算参加者のリスク量及

び担保に関する指標の算出を行い、その状況に応じて担保の追加預託

又リスクを削減する取引を求める。

・時限までにリスクの状況が改善されなかった場合には、祝日清算参

加者の祝日取引実施日に係る債務引受停止を行うことができる。

・証券取引等清算業務に

関する業務方法書第２９

条の６、第３５条、業務方

法書の取扱い第９条の６

・商品取引債務引受業に

関する業務方法書第３３

条の２、第４０条、商品取

引債務引受業に関する業

務方法書の取扱い第１１

条の２

（４）取引証拠金の事前割増制度
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・祝日取引実施日に先立ち、祝日清算参加者に対して、祝日取引実施

日に取引が行われる先物・オプション取引に係る建玉について、ＳＰ

ＡＮにより計算した証拠金額に一定の割合を乗じて得た額の合計額

を、事前割増額として清算参加者自己による預託を求める。

・祝日清算参加者が所定の申請を行い、当社がこれを認めた場合には、

事前割増額について以下のとおり取扱うことができる。

① 顧客が祝日取引を行わない場合に、当該顧客を管理する区分口座

を事前割増額の算出から除外する。

② 顧客と事前に合意している場合に、当該顧客を管理する区分口座

の当該顧客に起因する事前割増額について、当該顧客による預託

を求める。

・取引証拠金の事前割増額は、各清算資格の清算基金所要額の基準Ｐ

ＭＬ額の計算における取引証拠金所要相当額及び按分基礎ＩＭ額に

含めないものとする。

・先物・オプション取引に

係る取引証拠金等に関す

る規則第５条、第９条、第

９条の２等

・商品取引債務引受業に

係る取引証拠金等に関す

る規則第５条、第１２条、

第１２条の２等

・証券取引等清算業務に

関する清算基金所要額に

関する規則別表

・商品取引債務引受業に

関する清算基金所要額に

関する規則別表

（４）その他

・その他所要の改正を行う。 ・証券取引等清算業務に

関する業務方法書第７３

条の３１の５８

III.  施行日

１．２０２２年９月２１日から施行する。

２．前１．にかかわらず、清算約定に係る当社と清算参加者の間の決済を行うために必要な当

社又は当社以外の機関が設置するシステムの稼働に支障が生じた場合その他やむを得ない事

由により、改正後の規定を適用することが適当でないと当社が認める場合には、２０２２年

９月２１日以後の当社が定める日から施行する。

以 上
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業務方法書の一部改正新旧対照表

新 旧

（休業日）

第４条 当社は、前条第２項第１号から第１

０号まで、第１２号及び第１３号に掲げる

清算対象取引については、次の各号に掲げ

る日を休業日（以下単に「休業日」とい

う。）とする。

（休業日）

第４条 当社は、前条第２項第１号から第１

０号まで、第１２号及び第１３号に掲げる

清算対象取引については、次の各号に掲げ

る日を休業日（以下単に「休業日」とい

う。）とする。

（１）～（５） （略） （１）～（５） （略）

（６） １月１日 （６） 年始３日間

（７） １月２日 （新設）

（８） １月３日 （新設）

（９） （略） （７） （略）

２ （略） ２ （略）

３ 前２項の規定にかかわらず、次の各号に

定める時間においては、当該各号に定める

ところによる。

３ 前２項の規定にかかわらず、指定市場開

設者の定める取引時間又は立会時が、前２

項各号に掲げる日に含まれる場合には、当

社は、当該取引時間又は立会時の間は、証

券取引等清算業務を行うものとする。

（１） 指定市場開設者の定める立会終了

時が、休業日に属する場合の当該休業日

における取引時間

証券取引等清算業務を行うものとす

る。

（新設）

（２） 第１項各号（第１号、第５号及び

第６号を除く。）から指定市場開設者が

休業日において立会を行う日として定め

る日（以下「祝日取引実施日」とい

う。）に行う各立会の取引時間及び当該

立会終了時が属する日における当該取引

時間

第１９条第５項に規定する届出を行っ

た清算参加者に対して、証券取引等清算

業務のうち第４６条に定める清算対象取

引に係る債務の引受けを行うものとす

る。

（新設）

４～６ （略） ４～６ （略）

（届出事項）

第１９条 （略）

（届出事項）

第１９条 （略）

２～４ （略） ２～４ （略）

５ 第１項から第３項までに規定するほか、

次の各号に定める場合には、当該各号に定

める者は、当社が定めるところにより、あ

らかじめ当社に届け出なければならない。

（新設）

（１） 清算参加者が指定市場開設者の取

引参加者として祝日取引実施日における

取引を開始する場合 当該清算参加者
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（２） 他社清算参加者と清算受託契約を

締結している非清算参加者が指定市場開

設者の取引参加者として祝日取引実施日

における取引を開始することに伴い、当

該日における有価証券等清算取次ぎを開

始する場合 当該他社清算参加者

（指定市場開設者が休業日において立会を

行う日が連続する場合においてリスクが増

大した清算参加者に対する債務の引受けの

停止）

第２９条の６ 当社は、祝日取引実施日が連

続する休業日に設定された場合（当該連続

する休業日の間に祝日取引実施日ではない

休業日がある場合を含む。）の当該連続す

る休業日（以下「連続する祝日取引実施

日」という。）の次の各号に定める時刻に

おいて、第１９条第５項の届出を行った清

算参加者が負っているものと想定されるリ

スク量及び当該清算参加者が預託する取引

証拠金等により当社が定める指標の算出を

行う。

（新設）

（１） 当社が定める判定時刻（連続する

祝日取引実施日の最終日を除く。）

（２） 前号の時刻が属する日の次の祝日

取引実施日の当社が期限として定める時

刻

２ 当社は、前項第１号に定める時刻におい

ては、同項に定める指標の算出のほか、当

該指標が当社が別に定める値を超えた場合

の当該超過額を併せて算出することとす

る。

３ 当社は、第１項第１号に定める時刻にお

いて、一の清算参加者に係る同項に定める

指標が当社が定める値を超えた場合で、超

過額が当社が定める金額を超えたときは、

当該清算参加者に対して当該当社が定める

金額を超過する額を通知するとともに、次

の各号に定める対応のいずれかを行うよう

求めることができる。

（１） 第１項第２号に定める時刻までに

当該超過額に相当する額を自己分の取引

証拠金として当社に預託すること

（２） 第１項第２号に定める時刻におい

て同項に定める指標が前項に定める値を

下回ること

４ 当社は、前項に定める対応を清算参加者

へ求めた場合において、当該清算参加者が

同項各号のいずれかの対応を行わなかった

ときその他当社が必要と認めるときは、当

該連続する祝日取引実施日における当該清
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算参加者を当事者とする清算対象取引に基

づく債務の引受けの全部又は一部の停止を

行うことができる。

（債務の引受けの停止を受けた清算参加者

の取扱い）

第３５条 当社がこの章の規定に基づき債務

の引受けの全部又は一部の停止（第２９条

の６第４項の規定に基づく債務の引受けの

全部又は一部の停止を除く。）を行った場

合には、対象清算参加者は、当社の承認を

受けて、その期間中、当該対象清算参加者

の清算約定で未決済のものを、他の清算参

加者に引き継ぐことができる。

（債務の引受けの停止を受けた清算参加者

の取扱い）

第３５条 当社がこの章の規定に基づき債務

の引受けの全部若しくは一部の停止を行っ

た場合には、対象清算参加者は、当社の承

認を受けて、その期間中、当該対象清算参

加者の清算約定で未決済のものを、他の清

算参加者に引き継ぐことができる。

２・３ （略） ２・３ （略）

（限月現金決済先物取引の最終決済に伴う

金銭の授受）

第７３条の３１の５８ 限月現金決済先物取

引（指定市場開設者が定める限月現金決済

先物取引をいう。以下同じ。）における最

終決済（指定市場開設者が定める最終決済

をいう。）において、最終清算数値（指定

市場開設者が定める最終清算数値をいう。

以下同じ。）と取引最終日（指定市場開設

者が限月現金決済先物取引に関し定める取

引最終日をいう。）の清算値段とを比較し

て差を生じたときは、商品先物等清算参加

者はその差に相当する金銭を最終決済期日

（指定市場開設者が定める限月現金決済先

物取引における最終決済期日をいう。）に

おいて、当社との間で授受するものとす

る。この場合において、金銭を支払う商品

先物等清算参加者は、当該金銭の授受を行

う日の午前１１時までに、金銭を受領する

商品先物等清算参加者は、当該金銭の授受

を行う日の午後１時に、金銭を支払い又は

受領しなければならない。

（限月現金決済先物取引の最終決済に伴う

金銭の授受）

第７３条の３１の５８ 限月現金決済先物取

引（指定市場開設者が定める限月現金決済

先物取引をいう。以下同じ。）における最

終決済（指定市場開設者が定める最終決済

をいう。）において、最終清算数値（指定

市場開設者が定める最終清算数値をいう。

以下同じ。）と取引最終日（指定市場開設

者が限月現金決済先物取引に関し定める取

引最終日をいう。）の清算値段とを比較し

て差を生じたときは、商品先物等清算参加

者はその差に相当する金銭を最終決済日

（指定市場開設者が定める限月現金決済先

物取引における最終決済日をいう。）にお

いて、当社との間で授受するものとする。

この場合において、金銭を支払う商品先物

等清算参加者は、当該金銭の授受を行う日

の午前１１時までに、金銭を受領する商品

先物等清算参加者は、当該金銭の授受を行

う日の午後１時に、金銭を支払い又は受領

しなければならない。

付  則

１ この改正規定は、令和４年９月２１日か

ら施行する。

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係

る当社と清算参加者の間の決済を行うため

に必要な当社が設置するシステムの稼働に

支障が生じた場合その他やむを得ない事由

により、改正後の規定を適用することが適

当でないと当社が認める場合には、令和４

年９月２１日以後の当社が定める日から施

行する。
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３ この改正規定の施行に関し必要な事項に

ついては、当社が別に定めるところによ

る。
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先物・オプション取引に係る取引証拠金等に関する規則の一部改正新旧対照表

新 旧

（顧客の証拠金所要額）

第５条 前条の規定は、次項に定める場合を

除き、顧客（顧客が取次者である場合は、

申込者をいう。以下同じ。）の証拠金所要

額（第９条の２第４項の規定により顧客が

事前割増額の預託を行う場合においては、

当該事前割増額のうち当該顧客に係る額を

加算する。以下同じ。）について準用す

る。この場合において、「自己分の取引証

拠金所要額」とあるのは「顧客の証拠金所

要額」と、「自己分のＳＰＡＮ証拠金額」

とあるのは「顧客のＳＰＡＮ証拠金額」

と、「自己分のネット・オプション価値の

総額」とあるのは「顧客のネット・オプシ

ョン価値の総額」と､｢第６条の２第１項及

び第６条の３第１項｣とあるのは｢第６条の

２第２項｣と、「取引参加者の自己の計算

による」とあるのは「当該顧客の委託に基

づく」と、「自己分の買オプション価値の

総額」とあるのは「顧客の買オプション価

値の総額」と、「自己分の売オプション価

値の総額」とあるのは「顧客の売オプショ

ン価値の総額」と、「自己分の取引受渡証

拠金」とあるのは「顧客の取引受渡証拠

金」と読み替えるものとする。

（顧客の証拠金所要額）

第５条 前条の規定は、次項に定める場合を

除き、顧客（顧客が取次者である場合は、

申込者をいう。以下同じ。）の証拠金所要

額について準用する。この場合において、

「自己分の取引証拠金所要額」とあるのは

「顧客の証拠金所要額」と、「自己分のＳ

ＰＡＮ証拠金額」とあるのは「顧客のＳＰ

ＡＮ証拠金額」と、「自己分のネット・オ

プション価値の総額」とあるのは「顧客の

ネット・オプション価値の総額」と､｢第６

条の２第１項及び第６条の３第１項｣とあ

るのは｢第６条の２第２項｣と、「取引参加

者の自己の計算による」とあるのは「当該

顧客の委託に基づく」と、「自己分の買オ

プション価値の総額」とあるのは「顧客の

買オプション価値の総額」と、「自己分の

売オプション価値の総額」とあるのは「顧

客の売オプション価値の総額」と、「自己

分の取引受渡証拠金」とあるのは「顧客の

取引受渡証拠金」と読み替えるものとす

る。

２ （略） ２ （略）

（自己分の取引証拠金の預託）

第９条 清算参加者は、自己の計算による先

物取引の売付け若しくは買付けが成立した

場合、オプション取引の売付けが成立した

場合又は商品先物取引について受渡しによ

り決済を行う場合は、第４条に規定する取

引参加者の自己分の取引証拠金所要額（業

務方法書第１９条第５項に規定する届出を

行った清算参加者にあっては当該取引証拠

金所要額に次条に規定する取引証拠金の事

前割増額を加えた額）以上の額の取引証拠

金を、当社が定めるところにより、当社に

預託しなければならない。この場合におい

て、当該取引証拠金は、有価証券等をもっ

て代用預託することができる。

（自己分の取引証拠金の預託）

第９条 清算参加者は、自己の計算による先

物取引の売付け若しくは買付けが成立した

場合、オプション取引の売付けが成立した

場合又は商品先物取引について受渡しによ

り決済を行う場合は、第４条に規定する自

己分の取引証拠金所要額以上の額の取引証

拠金を、当社が定めるところにより、当社

に預託しなければならない。この場合にお

いて、当該取引証拠金は、有価証券等をも

って代用預託することができる。

（取引証拠金の事前割増額）

第９条の２ 取引証拠金の事前割増額は、指

定市場開設者が休業日において立会を行う

日として定める日（以下「祝日取引実施

（新設）
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日」という。）から起算して３日前（祝日

取引実施日でない休業日を除く。ただし、

祝日取引実施日が連続する休業日に設定さ

れる場合（当該連続する休業日の間に取引

を行わない休業日がある場合を含む。以下

「連続する祝日取引実施日」という。）に

は、当該連続する祝日取引実施日の初日か

ら起算するものとする。）における清算参

加者の区分口座で管理される建玉のうち、

指定市場開設者が休業日において立会を行

う先物・オプション取引に係る建玉につい

て、ＳＰＡＮにより計算した証拠金額に当

社が定める割合を乗じて得た額を、当該清

算参加者のすべての区分口座について合計

した額をいう。

２ 前項の規定にかかわらず、業務方法書第

１９条第５項に定める届出を行った清算参

加者が同第４６条の３第２号、第３号又は

第４６条の４第２号に規定する一の区分口

座で管理する建玉に係る顧客について、当

社が定めるところにより当該顧客が祝日取

引実施日における取引を行わないことを理

由に当該顧客を管理する区分口座を取引証

拠金の事前割額の計算の適用外とすること

を希望する旨の申請を行った場合におい

て、当社が当該申請を承認したときは、当

社は当該区分口座を前項の事前割増額の算

出から除外することができる。

３ 第１項の規定にかかわらず、清算参加者

は、事前割増額の起因となった一の顧客と

の間で、事前割増額のうち当該顧客に起因

する額として当社が定める額に限り、当該

顧客の金銭をもって預託することを合意す

ることができる。

４ 清算参加者は、前項の規定により、顧客

との間で合意した場合において、当社が定

めるところによりその旨の申請を行い、当

社が当該申請を承認した場合には、当該顧

客に係る区分口座に係る事前割増額につい

て、当該顧客の取引証拠金として、当社が

定めるところにより、当社に預託すること

ができる。この場合において、当該取引証

拠金は、有価証券等をもって代用預託する

ことができる。

（日中取引証拠金所要額）

第２０条の３ 日中取引証拠金所要額は、日

中リスク再計算額に日中先物取引差金相当

額及び日中オプション取引代金相当額を、

当該額が支払いとなる場合は加え、受領と

なる場合は減じて得た額に、業務方法書第

（日中取引証拠金所要額）

第２０条の３ 日中取引証拠金所要額は、日

中リスク再計算額に日中先物取引差金相当

額及び日中オプション取引代金相当額を、

当該額が支払いとなる場合は加え、受領と

なる場合は減じて得た額に、業務方法書第
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４６条の３及び第４６条の４に規定する区

分口座（第４６条の３第１号に規定する区

分口座を除く。以下この条、第２２条、第

２３条の２、第２３条の３及び第２４条の

２において同じ。）ごとの担保超過リスク

額を合計した額及び第９条の２第１項に定

める事前割増額を加えた額とする。この場

合において、これらの用語の意義は、次の

各号に定めるところによる。

４６条の３及び第４６条の４に規定する区

分口座（第４６条の３第１項第１号に規定

する区分口座を除く。以下この条、第２２

条、第２３条の２、第２３条の３及び第２

４条の２において同じ。）ごとの担保超過

リスク額を合計した額を加えた額とする。

この場合において、これらの用語の意義

は、次の各号に定めるところによる。

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略）

（緊急取引証拠金所要額）

第２２条 緊急取引証拠金所要額は、リスク

再計算額に先物取引差金相当額及びオプシ

ョン取引代金相当額を、当該額が支払いと

なる場合は加え、受領となる場合は減じて

得た額に、業務方法書第４６条の３及び第

４６条の４に規定する区分口座ごとの担保

超過リスク額を合計した額及び第９条の２

第１項に定める事前割増額を加えた額とす

る。この場合において、これらの用語の意

義は、次の各号に定めるところによる。

（緊急取引証拠金所要額）

第２２条 緊急取引証拠金所要額は、リスク

再計算額に先物取引差金相当額及びオプシ

ョン取引代金相当額を、当該額が支払いと

なる場合は加え、受領となる場合は減じて

得た額に、業務方法書第４６条の３及び第

４６条の４に規定する区分口座ごとの担保

超過リスク額を合計した額を加えた額とす

る。この場合において、これらの用語の意

義は、次の各号に定めるところによる。

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略）

付  則

１ この改正規定は、令和４年９月２１日か

ら施行する。

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係

る当社と清算参加者の間の決済を行うため

に必要な当社が設置するシステムの稼働に

支障が生じた場合その他やむを得ない事由

により、改正後の規定を適用することが適

当でないと当社が認める場合には、令和４

年９月２１日以後の当社が定める日から施

行する。

３ この改正規定の施行に関し必要な事項に

ついては、当社が別に定めるところによ

る。
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商品取引債務引受業に関する業務方法書の一部改正新旧対照表

新 旧

（営業日及び休業日）

第４条 当社は、次の各号に掲げる日を休業

日とし、その他の日を営業日とする。

（営業日及び休業日）

第４条 当社は、次の各号に掲げる日を休業

日とし、その他の日を営業日とする。

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略）

（４） １月１日 （４） 年始３日間

（５） １月２日 （新設）

（６） １月３日 （新設）

（７） （略） （５） （略）

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に定

める時間においては、当該各号に定めると

ころによる。

（新設）

（１） 指定市場開設者の定める立会終了

時が、休業日に属する場合の当該休業日

における取引時間

商品取引債務引受業を行うものとす

る。

（２） 第１項各号（第１号、第３号及び

第４号を除く。）から指定市場開設者が

休業日において立会を行う日として定め

る日（以下「祝日取引実施日」とい

う。）に行う各立会の取引時間及び当該

立会終了時が属する日における当該取引

時間

第１９条第４項に規定する届出を行っ

た清算参加者に対して、商品取引債務引

受業のうち第５１条に定める清算対象取

引に係る債務の引受けを行うものとす

る。

３ （略） ２ （略）

４ （略） ３ （略）

５ （略） ４ （略）

（届出事項）

第１９条 （略）

（届出事項）

第１９条 （略）

２・３ （略） ２・３ （略）

４ 前３項に規定するほか、次の各号に定め

る場合には、当該各号に定める者は、当社

が定めるところにより、あらかじめ当社に

届け出なければならない。

（新設）

（１） 清算参加者が指定市場開設者の取

引参加者として祝日取引実施日における

取引を開始する場合 当該清算参加者

（２） 他社清算参加者と清算受託契約を

締結している非清算参加者が指定市場開

設者の取引参加者として祝日取引実施日

における取引を開始することに伴い、当
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該日における商品清算取引を開始する場

合 当該他社清算参加者

（指定市場開設者が休業日において立会を

行う日が連続する場合においてリスクが増

大した清算参加者に対する債務の引受けの

停止）

第３３条の２ 当社は、祝日取引実施日が連

続する休業日に設定された場合（当該連続

する休業日の間に祝日取引実施日ではない

休業日がある場合を含む。）の当該連続す

る休業日（以下「連続する祝日取引実施

日」という。）の次の各号に定める時刻に

おいて、第１９条第４項の届出を行った清

算参加者が負っているものと想定されるリ

スク量及び当該清算参加者が預託する取引

証拠金等により当社が定める指標の算出を

行う。

（新設）

（１） 当社が定める判定時刻（連続する

祝日取引実施日の最終日を除く。）

（２） 前号の時刻が属する日の次の祝日

取引実施日の当社が期限として定める時

刻

２ 当社は、前項第１号に定める時刻におい

ては、同項に定める指標の算出のほか、当

該指標が当社が別に定める値を超えた場合

の当該超過額を併せて算出することとす

る。

３ 当社は、第１項第１号に定める時刻にお

いて、一の清算参加者に係る同項に定める

指標が当社が定める値を超えた場合で、超

過額が当社が定める金額を超えたときは、

当該清算参加者に対して当該当社が定める

金額を超過する額を通知するとともに、次

の各号に定める対応のいずれかを行うよう

求めることができる。

（１） 第１項第２号に定める時刻までに

当該超過額に相当する額を自己分の取引

証拠金として当社に預託すること

（２） 第１項第２号に定める時刻におい

て同項に定める指標が前項に定める値を

下回ること

４ 当社は、前項に定める対応を清算参加者

へ求めた場合において、当該清算参加者が

同項各号のいずれかの対応を行わなかった

ときその他当社が必要と認めるときは、当

該連続する祝日取引実施日における当該清

算参加者を当事者とする清算対象取引に基

づく債務の引受けの全部又は一部の停止を

行うことができる。
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（債務の引受けの停止を受けた清算参加者

等の取扱い）

第４０条 当社がこの章の規定に基づき債務

の引受けの全部又は一部の停止（第３３条

の２に基づく債務の引受けの全部又は一部

の停止を除く。）を行った場合には、対象

清算参加者は、当社の承認を受けて、その

期間中、当該対象清算参加者の清算約定で

未決済のものを、他の清算参加者に引き継

ぐことができる。

（債務の引受けの停止を受けた清算参加者

等の取扱い）

第４０条 当社がこの章の規定に基づき債務

の引受けの全部又は一部の停止を行った場

合には、対象清算参加者は、当社の承認を

受けて、その期間中、当該対象清算参加者

の清算約定で未決済のものを、他の清算参

加者に引き継ぐことができる。

２・３ （略） ２・３ （略）

付  則

１ この改正規定は、令和４年９月２１日又

は農林水産大臣及び経済産業大臣の認可を

受けた日のいずれか遅い日から施行する。

２ 前項の規定にかかわらず、この改正規定

は、清算約定に係る当社と清算参加者の間

の決済を行うために必要な当社が設置する

システムの稼働に支障が生じた場合その他

やむを得ない事由により、前項に定める日

から施行することが適当でない場合には、

当該日から３か月以内の日で、当社が別に

定める日から施行する。
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業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表

新 旧

（措置の対象とする取引証拠金）

第９条の４ 業務方法書第２９条の４第１項

に規定する当社が定める取引証拠金は、先

物・オプション取引に係る取引証拠金等に

関する規則第９条の２第１項（同条第３項

によるもののうち業務方法書第４６条の３

第２号及び第４６条の４第２号に規定する

区分口座に係るものを除く。）及び先物・

オプション取引に係る取引証拠金等に関す

る規則第２０条第１項第２号に掲げる取引

証拠金並びに取引所ＦＸ取引に係る取引証

拠金等に関する規則第１９条第１項第４号

及び第８号に掲げる取引証拠金とする。

（措置の対象とする取引証拠金）

第９条の４ 業務方法書第２９条の４第１項

に規定する当社が定める取引証拠金は、先

物・オプション取引に係る取引証拠金等に

関する規則第２０条第１項第２号に掲げる

取引証拠金並びに取引所ＦＸ取引に係る取

引証拠金等に関する規則第１９条第１項第

４号及び第８号に掲げる取引証拠金とす

る。

２ 業務方法書第２９条の４第２項に規定す

る当社が定める取引証拠金は、先物・オプ

ション取引に係る取引証拠金等に関する規

則第９条の２第１項（同条第３項によるも

ののうち業務方法書第４６条の３第２号及

び第４６条の４第２号に規定する区分口座

に係るものを除く。）、先物・オプション

取引に係る取引証拠金等に関する規則第２

０条第１項第２号、第５号、第７号及び第

１０号に掲げる取引証拠金並びに取引所Ｆ

Ｘ取引に係る取引証拠金等に関する規則第

１９条第１項第４号及び第８号に掲げる取

引証拠金とする。

２ 業務方法書第２９条の４第２項に規定す

る当社が定める取引証拠金は、先物・オプ

ション取引に係る取引証拠金等に関する規

則第２０条第１項第２号、第５号、第７号

及び第１０号に掲げる取引証拠金並びに取

引所ＦＸ取引に係る取引証拠金等に関する

規則第１９条第１項第４号及び第８号に掲

げる取引証拠金とする。

（連続する祝日取引実施日における指標の

算出方法等）

第９条の６ 業務方法書第２９条の６第１項

に定める当社が定める指標は、先物・オプ

ション取引に係る取引証拠金等に関する規

則第２３条の３第２項に規定する通常市場

環境下リスク相当額通算額を、清算参加者

の自己分の取引証拠金預託額及び清算基金

預託額の合計額で除して算出する。

（新設）

２ 業務方法書第２９条の６第１項第１号に

定める当社が定める判定時刻は１６時、同

項第２号に定める当社が期限として定める

時刻は１１時とする。

３ 業務方法書第２９条の６第２項に定める

当社が別に定める値は１とする。

４ 業務方法書第２９条の６第３項に定める

当社が定める金額は、業務方法書第７８条

第４項に規定する第三者による損失補償に

より受領する金銭のうち祝日取引実施日に
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おける決済不履行の損失の補填を目的とし

たものとする。

付  則

１ この改正規定は、令和４年９月２１日か

ら施行する。

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係

る当社と清算参加者の間の決済を行うため

に必要な当社が設置するシステムの稼働に

支障が生じた場合その他やむを得ない事由

により、改正後の規定を適用することが適

当でないと当社が認める場合には、令和４

年９月２１日以後の当社が定める日から施

行する。

別紙様式８

原油先物等清算受託契約書

略

住        所

甲(原油先物等清算参加者)  商号又は名

称

代  表  者     印

            

住        所

乙(原油先物等非清算参加者) 商号又は名

称

代  表  者     印

別紙様式８

原油先物等清算受託契約書

略

住        所

甲(指数先物等清算参加者)  商号又は名

称

代  表  者     印

            

住        所

乙(指数先物等非清算参加者) 商号又は名

称

代  表  者     印
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清算基金所要額に関する規則の一部改正新旧対照表

新 旧

別表 別表

清算基金所要額の算出に関する表 清算基金所要額の算出に関する表

１． （略） １． （略）

２．国債先物等清算資格に係る清算基金所要

額（以下「国債先物等清算基金所要額」と

いう。）

国債先物等清算基金所要額は、次に定め

る計算式により算出される額とする。ただ

し、当該額が１，０００万円を下回る場合

は、１，０００万円とする。なお、計算式

における用語の意義は、次のａからｃまで

に定めるとおりとする。

国債先物等清算基金所要額

＝（期間平均基準ＰＭＬ額ＪＧＢ又は算

出基準日における日次最大基準ＰＭＬ

額ＪＧＢのいずれか大きい方の値）×

個社按分基礎ＩＭ額ＪＧＢ／按分基礎

ＩＭ総額ＪＧＢ

ａ 期間平均基準ＰＭＬ額ＪＧＢとは、

日次最大基準ＰＭＬ額ＪＧＢの算出対

象期間（先物・オプション清算基金所

要額算出基準日からさかのぼって６か

月間をいう。次項において同じ。）に

おける平均値をいう。

（注１）日次最大基準ＰＭＬ額ＪＧＢ

とは、ストレスシナリオ別最大基準

ＰＭＬ額ＪＧＢの各日における最大

値をいう。

（注１－１）ストレスシナリオ別最大

基準ＰＭＬ額ＪＧＢとは、各ストレ

スシナリオにおける清算参加者の基

準ＰＭＬ額ＪＧＢ（清算参加者に関

係会社等（ある会社の子会社及び関

連会社並びに当該ある会社の親会

社、当該親会社の子会社及び当該親

会社の関連会社をいう。以下同

じ。）に該当する他の清算参加者が

存在する場合には、当該他の清算参

加者の基準ＰＭＬ額ＪＧＢを合計し

た額）が最大となる清算参加者の基

準ＰＭＬ額ＪＧＢ及び２番目に最大

となる清算参加者の基準ＰＭＬ額Ｊ

ＧＢの合計額をいう。

（注１－１－１）ストレスシナリオと

は、極端ではあるが現実に起こり得

２．国債先物等清算資格に係る清算基金所要

額（以下「国債先物等清算基金所要額」とい

う。）

国債先物等清算基金所要額は、次に定め

る計算式により算出される額とする。ただ

し、当該額が１，０００万円を下回る場合

は、１，０００万円とする。なお、計算式

における用語の意義は、次のａからｃまで

に定めるとおりとする。

国債先物等清算基金所要額

＝（期間平均基準ＰＭＬ額ＪＧＢ又は算

出基準日における日次最大基準ＰＭＬ

額ＪＧＢのいずれか大きい方の値）×

個社按分基礎ＩＭ額ＪＧＢ／按分基礎

ＩＭ総額ＪＧＢ

ａ 期間平均基準ＰＭＬ額ＪＧＢとは、

日次最大基準ＰＭＬ額ＪＧＢの算出対

象期間（先物・オプション清算基金所

要額算出基準日からさかのぼって６か

月間をいう。次項において同じ。）に

おける平均値をいう。

（注１）日次最大基準ＰＭＬ額ＪＧＢ

とは、ストレスシナリオ別最大基準

ＰＭＬ額ＪＧＢの各日における最大

値をいう。

（注１－１）ストレスシナリオ別最大

基準ＰＭＬ額ＪＧＢとは、各ストレ

スシナリオにおける清算参加者の基

準ＰＭＬ額ＪＧＢ（清算参加者に関

係会社等（ある会社の子会社及び関

連会社並びに当該ある会社の親会

社、当該親会社の子会社及び当該親

会社の関連会社をいう。以下同

じ。）に該当する他の清算参加者が

存在する場合には、当該他の清算参

加者の基準ＰＭＬ額ＪＧＢを合計し

た額）が最大となる清算参加者の基

準ＰＭＬ額ＪＧＢ及び２番目に最大

となる清算参加者の基準ＰＭＬ額Ｊ

ＧＢの合計額をいう。

（注１－１－１）ストレスシナリオと

は、極端ではあるが現実に起こり得
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る市場環境として当社が定める価格

変動及びボラティリティ変動の組合

せをいう。以下この別表において同

じ。

（注１－１－２）基準ＰＭＬ額ＪＧＢ

とは、国債先物等清算資格に係る各

区分口座（業務方法書第４６条の３

及び第４６条の４に規定する各区分

口座をいう。）に関して、ストレス

シナリオの下で未決済約定（算出時

にクロスマージン対象国債先物清算

約定となっているものを除く。）か

ら生じる損失額から国債先物等清算

資格に係る取引証拠金所要相当額

（清算資格の種類ごとの建玉につい

て計算した取引証拠金所要額に相当

する額（先物・オプション取引に係

る取引証拠金等に関する規則第９条

の２第１項に規定する取引証拠金の

事前割増額を除く。）をいう。以下

同じ。）を控除した額（当該各区分

口座のうち業務方法書第４６条の３

第１号に規定する区分口座以外の区

分口座にあっては、正の額に限

る。）を合計した額をいう。  

ｂ 個社按分基礎ＩＭ額ＪＧＢとは、各

清算参加者の、先物・オプション清算

基金所要額算出基準日からさかのぼっ

て１か月間の各取引日の国債先物等清

算資格に係る取引証拠金所要相当額の

総額（各清算参加者が管理する業務方

法書第４６条の３及び第４６条の４に

規定する区分口座の国債先物等清算資

格に係る取引証拠金所要相当額（先

物・オプション取引に係る取引証拠金

等に関する規則第９条の２第１項に規

定する取引証拠金の事前割増額を除

く。）を合算した額をいう。）の平均

額をいう。

ｃ （略）

る市場環境として当社が定める価格

変動及びボラティリティ変動の組合

せをいう。以下この別表において同

じ。

（注１－１－２）基準ＰＭＬ額ＪＧＢ

とは、国債先物等清算資格に係る各

区分口座（業務方法書第４６条の３

及び第４６条の４に規定する各区分

口座をいう。）に関して、ストレス

シナリオの下で未決済約定（算出時

にクロスマージン対象国債先物清算

約定となっているものを除く。）か

ら生じる損失額から国債先物等清算

資格に係る取引証拠金所要相当額

（清算資格の種類ごとの建玉につい

て計算した取引証拠金所要額に相当

する額をいう。以下同じ。）を控除

した額（当該各区分口座のうち業務

方法書第４６条の３第１号に規定す

る区分口座以外の区分口座にあって

は、正の額に限る。）を合計した額

をいう。  

ｂ 個社按分基礎ＩＭ額ＪＧＢとは、各

清算参加者の、先物・オプション清算

基金所要額算出基準日からさかのぼっ

て１か月間の各取引日の国債先物等清

算資格に係る取引証拠金所要相当額の

総額（各清算参加者が管理する業務方

法書第４６条の３及び第４６条の４に

規定する区分口座の国債先物等清算資

格に係る取引証拠金所要相当額を合算

した額をいう。）の平均額をいう。

ｃ （略）

３．指数先物等清算資格に係る清算基金所要

額（以下「指数先物等清算基金所要額」と

いう。）

指数先物等清算基金所要額は、次に定め

る計算式により算出される額とする。ただ

し、当該額が１，０００万円を下回る場合

は、１，０００万円とする。なお、計算式

における用語の意義は、次のａからｃまで

に定めるとおりとする。

指数先物等清算基金所要額

３．指数先物等清算資格に係る清算基金所要

額（以下「指数先物等清算基金所要額」と

いう。）

指数先物等清算基金所要額は、次に定め

る計算式により算出される額とする。ただ

し、当該額が１，０００万円を下回る場合

は、１，０００万円とする。なお、計算式

における用語の意義は、次のａからｃまで

に定めるとおりとする。

指数先物等清算基金所要額
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＝（期間平均基準ＰＭＬ額ＩＤＸ又は算出

基準日における日次最大基準ＰＭＬ額

ＩＤＸのいずれか大きい方の値）×個社

按分基礎ＩＭ額ＩＤＸ／按分基礎ＩＭ総

額ＩＤＸ

ａ 期間平均基準ＰＭＬ額ＩＤＸとは、日

次最大基準ＰＭＬ額ＩＤＸの算出対象期

間における平均値をいう。

（注１）日次最大基準ＰＭＬ額ＩＤＸと

は、ストレスシナリオ別最大基準Ｐ

ＭＬ額ＩＤＸの各日における最大値を

いう。

（注１－１）ストレスシナリオ別最大

基準ＰＭＬ額ＩＤＸとは、各ストレス

シナリオにおける清算参加者の基準

ＰＭＬ額ＩＤＸ（清算参加者に関係会

社等に該当する他の清算参加者が

存在する場合には、当該他の清算

参加者の基準ＰＭＬ額ＩＤＸを合計し

た額）が最大となる清算参加者の基

準ＰＭＬ額ＩＤＸ及び２番目に最大と

なる清算参加者の基準ＰＭＬ額ＩＤＸ

の合計額をいう。

（注１－１－１）基準ＰＭＬ額ＩＤＸと

は、指数先物等清算資格に係る各区

分口座（業務方法書第４６条の３及

び第４６条の４に規定する各区分口

座をいう。）に関して、ストレスシ

ナリオの下で未決済約定から生じる

損失額から指数先物等清算資格に係

る取引証拠金所要相当額（先物・オ

プション取引に係る取引証拠金等に

関する規則第９条の２第１項に規定

する取引証拠金の事前割増額を除

く。）を控除した額（当該各区分口

座のうち業務方法書第４６条の３第

１号に規定する区分口座以外の区分

口座にあっては、正の額に限る。）

を合計した額をいう。

ｂ 個社按分基礎ＩＭ額ＩＤＸとは、各清

算参加者の、先物・オプション清算基

金所要額算出基準日からさかのぼって

１か月間の各取引日の指数先物等清算

資格に係る取引証拠金所要相当額の総

額（各清算参加者が管理する業務方法

書第４６条の３及び第４６条の４に規

定する区分口座の指数先物等清算資格

に係る取引証拠金所要相当額（先物・

オプション取引に係る取引証拠金等に

関する規則第９条の２第１項に規定す

＝（期間平均基準ＰＭＬ額ＩＤＸ又は算出

基準日における日次最大基準ＰＭＬ額

ＩＤＸのいずれか大きい方の値）×個社

按分基礎ＩＭ額ＩＤＸ／按分基礎ＩＭ総

額ＩＤＸ

ａ 期間平均基準ＰＭＬ額ＩＤＸとは、日

次最大基準ＰＭＬ額ＩＤＸの算出対象期

間における平均値をいう。

（注１）日次最大基準ＰＭＬ額ＩＤＸと

は、ストレスシナリオ別最大基準Ｐ

ＭＬ額ＩＤＸの各日における最大値を

いう。

（注１－１）ストレスシナリオ別最大

基準ＰＭＬ額ＩＤＸとは、各ストレス

シナリオにおける清算参加者の基準

ＰＭＬ額ＩＤＸ（清算参加者に関係会

社等に該当する他の清算参加者が

存在する場合には、当該他の清算

参加者の基準ＰＭＬ額ＩＤＸを合計し

た額）が最大となる清算参加者の基

準ＰＭＬ額ＩＤＸ及び２番目に最大と

なる清算参加者の基準ＰＭＬ額ＩＤＸ

の合計額をいう。

（注１－１－１）基準ＰＭＬ額ＩＤＸと

は、指数先物等清算資格に係る各区

分口座（業務方法書第４６条の３及

び第４６条の４に規定する各区分口

座をいう。）に関して、ストレスシ

ナリオの下で未決済約定から生じる

損失額から指数先物等清算資格に係

る取引証拠金所要相当額を控除した

額（当該各区分口座のうち業務方法

書第４６条の３第１号に規定する区

分口座以外の区分口座にあっては、

正の額に限る。）を合計した額をい

う。

ｂ 個社按分基礎ＩＭ額ＩＤＸとは、各清

算参加者の、先物・オプション清算基

金所要額算出基準日からさかのぼって

１か月間の各取引日の指数先物等清算

資格に係る取引証拠金所要相当額の総

額（各清算参加者が管理する業務方法

書第４６条の３及び第４６条の４に規

定する区分口座の指数先物等清算資格

に係る取引証拠金所要相当額を合算し

た額をいう。）の平均額をいう。
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る取引証拠金の事前割増額を除く。）

を合算した額をいう。）の平均額をい

う。

ｃ （略） ｃ （略）

４．貴金属先物等清算資格に係る清算基金所

要額（以下「貴金属先物等清算基金所要

額」という。）

貴金属先物等清算基金所要額は、次に定

める計算式により算出される額とする。た

だし、当該額が１，０００万円を下回る場

合は、１，０００万円とする。なお、計算

式における用語の意義は、次のａからｃま

でに定めるとおりとする。

貴金属先物等清算基金所要額

＝（期間平均基準ＰＭＬ額ＰＭＥ又は算出

基準日における日次最大基準ＰＭＬ額

ＰＭＥのいずれか大きい方の値）×個社

按分基礎ＩＭ額ＰＭＥ／按分基礎ＩＭ総

額ＰＭＥ

ａ 期間平均基準ＰＭＬ額ＰＭＥとは、

日次最大基準ＰＭＬ額ＰＭＥの算出対

象期間における平均値をいう。

（注１）日次最大基準ＰＭＬ額ＰＭＥと

は、ストレスシナリオ別最大基準Ｐ

ＭＬ額ＰＭＥの各日における最大値を

いう。

（注１－１）ストレスシナリオ別最大

基準ＰＭＬ額ＰＭＥとは、各ストレス

シナリオにおける清算参加者の基準

ＰＭＬ額ＰＭＥ（清算参加者に関係会

社等に該当する他の清算参加者が存

在する場合には、当該他の清算参加

者の基準ＰＭＬ額ＰＭＥを合計した

額）が最大となる清算参加者の基準

ＰＭＬ額ＰＭＥ及び純財産額（登録金

融機関及び当業者等にあっては、純

資産額とする。以下この別表におい

て同じ。）が下位の５社の清算参加

者の当該ストレスシナリオにおける

基準ＰＭＬ額ＰＭＥの合計額をいう。

（注１－１－１）基準ＰＭＬ額ＰＭＥと

は、貴金属先物等清算資格に係る各

区分口座（業務方法書第４６条の３

及び第４６条の４に規定する各区分

口座をいう。）に関して、ストレス

シナリオの下で未決済約定から生じ

る損失額から貴金属先物等清算資格

に係る取引証拠金所要相当額（先

物・オプション取引に係る取引証拠

４．貴金属先物等清算資格に係る清算基金所

要額（以下「貴金属先物等清算基金所要

額」という。）

貴金属先物等清算基金所要額は、次に定

める計算式により算出される額とする。た

だし、当該額が１，０００万円を下回る場

合は、１，０００万円とする。なお、計算

式における用語の意義は、次のａからｃま

でに定めるとおりとする。

貴金属先物等清算基金所要額

＝（期間平均基準ＰＭＬ額ＰＭＥ又は算出

基準日における日次最大基準ＰＭＬ額

ＰＭＥのいずれか大きい方の値）×個社

按分基礎ＩＭ額ＰＭＥ／按分基礎ＩＭ総

額ＰＭＥ

ａ 期間平均基準ＰＭＬ額ＰＭＥとは、

日次最大基準ＰＭＬ額ＰＭＥの算出対

象期間における平均値をいう。

（注１）日次最大基準ＰＭＬ額ＰＭＥと

は、ストレスシナリオ別最大基準Ｐ

ＭＬ額ＰＭＥの各日における最大値を

いう。

（注１－１）ストレスシナリオ別最大

基準ＰＭＬ額ＰＭＥとは、各ストレス

シナリオにおける清算参加者の基準

ＰＭＬ額ＰＭＥ（清算参加者に関係会

社等に該当する他の清算参加者が存

在する場合には、当該他の清算参加

者の基準ＰＭＬ額ＰＭＥを合計した

額）が最大となる清算参加者の基準

ＰＭＬ額ＰＭＥ及び純財産額（登録金

融機関及び当業者等にあっては、純

資産額とする。以下この別表におい

て同じ。）が下位の５社の清算参加

者の当該ストレスシナリオにおける

基準ＰＭＬ額ＰＭＥの合計額をいう。

（注１－１－１）基準ＰＭＬ額ＰＭＥと

は、貴金属先物等清算資格に係る各

区分口座（業務方法書第４６条の３

及び第４６条の４に規定する各区分

口座をいう。）に関して、ストレス

シナリオの下で未決済約定から生じ

る損失額から貴金属先物等清算資格

に係る取引証拠金所要相当額を控除

した額（当該各区分口座のうち業務
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金等に関する規則第９条の２第１項

に規定する取引証拠金の事前割増額

を除く。）を控除した額（当該各区

分口座のうち業務方法書第４６条の

３第１号に規定する区分口座以外の

区分口座にあっては、正の額に限

る。）を合計した額をいう。

ｂ 個社按分基礎ＩＭ額ＰＭＥとは、各清

算参加者の、先物・オプション清算基

金所要額算出基準日からさかのぼって

１か月間の各取引日の貴金属先物等清

算資格に係る取引証拠金所要相当額の

総額（各清算参加者が管理する業務方

法書第４６条の３及び第４６条の４に

規定する区分口座の貴金属先物等清算

資格に係る取引証拠金所要相当額（先

物・オプション取引に係る取引証拠金

等に関する規則第９条の２第１項に規

定する取引証拠金の事前割増額を除

く。）を合算した額をいう。）の平均

額をいう。

ｃ （略）

方法書第４６条の３第１号に規定す

る区分口座以外の区分口座にあって

は、正の額に限る。）を合計した額

をいう。

ｂ 個社按分基礎ＩＭ額ＰＭＥとは、各清

算参加者の、先物・オプション清算基

金所要額算出基準日からさかのぼって

１か月間の各取引日の貴金属先物等清

算資格に係る取引証拠金所要相当額の

総額（各清算参加者が管理する業務方

法書第４６条の３及び第４６条の４に

規定する区分口座の貴金属先物等清算

資格に係る取引証拠金所要相当額を合

算した額をいう。）の平均額をいう。

ｃ （略）

５．ゴム先物等清算資格に係る清算基金所要

額（以下「ゴム先物等清算基金所要額」と

いう。）

ゴム先物等清算基金所要額は、次に定め

る計算式により算出される額とする。な

お、計算式における用語の意義は、次のａ

からｃまでに定めるとおりとする。

ゴム先物等清算基金所要額

＝（期間平均基準ＰＭＬ額ＲＵＢ又は算出

基準日における日次最大基準ＰＭＬ額

ＲＵＢのいずれか大きい方の値）×個社

按分基礎ＩＭ額ＲＵＢ／按分基礎ＩＭ総

額ＲＵＢ

ａ 期間平均基準ＰＭＬ額ＲＵＢとは、日

次最大基準ＰＭＬ額ＲＵＢの算出対象期

間における平均値をいう。

（注１）日次最大基準ＰＭＬ額ＲＵＢと

は、ストレスシナリオ別最大基準Ｐ

ＭＬ額ＲＵＢの各日における最大値を

いう。

（注１－１）ストレスシナリオ別最大

基準ＰＭＬ額ＲＵＢとは、各ストレス

シナリオにおける清算参加者の基準

ＰＭＬ額ＲＵＢ（清算参加者に関係会

社等に該当する他の清算参加者が存

在する場合には、当該他の清算参加

者の基準ＰＭＬ額ＲＵＢを合計した

５．ゴム先物等清算資格に係る清算基金所要

額（以下「ゴム先物等清算基金所要額」と

いう。）

ゴム先物等清算基金所要額は、次に定め

る計算式により算出される額とする。な

お、計算式における用語の意義は、次のａ

からｃまでに定めるとおりとする。

ゴム先物等清算基金所要額

＝（期間平均基準ＰＭＬ額ＲＵＢ又は算出

基準日における日次最大基準ＰＭＬ額

ＲＵＢのいずれか大きい方の値）×個社

按分基礎ＩＭ額ＲＵＢ／按分基礎ＩＭ総

額ＲＵＢ

ａ 期間平均基準ＰＭＬ額ＲＵＢとは、日

次最大基準ＰＭＬ額ＲＵＢの算出対象期

間における平均値をいう。

（注１）日次最大基準ＰＭＬ額ＲＵＢと

は、ストレスシナリオ別最大基準Ｐ

ＭＬ額ＲＵＢの各日における最大値を

いう。

（注１－１）ストレスシナリオ別最大

基準ＰＭＬ額ＲＵＢとは、各ストレス

シナリオにおける清算参加者の基準

ＰＭＬ額ＲＵＢ（清算参加者に関係会

社等に該当する他の清算参加者が存

在する場合には、当該他の清算参加

者の基準ＰＭＬ額ＲＵＢを合計した
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額）が最大となる清算参加者の基準

ＰＭＬ額ＲＵＢ及び純財産額が下位の

５社の清算参加者の当該ストレスシ

ナリオにおける基準ＰＭＬ額ＲＵＢの

合計額をいう。

（注１－１－１）基準ＰＭＬ額ＲＵＢと

は、ゴム先物等清算資格に係る各区

分口座（業務方法書第４６条の３及

び第４６条の４に規定する各区分口

座をいう。）に関して、ストレスシ

ナリオの下で未決済約定から生じる

損失額からゴム先物等清算資格に係

る取引証拠金所要相当額（先物・オ

プション取引に係る取引証拠金等に

関する規則第９条の２第１項に規定

する取引証拠金の事前割増額を除

く。）を控除した額（当該各区分口

座のうち業務方法書第４６条の３第

１号に規定する区分口座以外の区分

口座にあっては、正の額に限る。）

を合計した額をいう。

ｂ 個社按分基礎ＩＭ額ＲＵＢとは、各清

算参加者の、先物・オプション清算基

金所要額算出基準日からさかのぼって

１か月間の各取引日のゴム先物等清算

資格に係る取引証拠金所要相当額の総

額（各清算参加者が管理する業務方法

書第４６条の３及び第４６条の４に規

定する区分口座のゴム先物等清算資格

に係る取引証拠金所要相当額（先物・

オプション取引に係る取引証拠金等に

関する規則第９条の２第１項に規定す

る取引証拠金の事前割増額を除く。）

を合算した額をいう。）の平均額をい

う。

ｃ （略）

額）が最大となる清算参加者の基準

ＰＭＬ額ＲＵＢ及び純財産額が下位の

５社の清算参加者の当該ストレスシ

ナリオにおける基準ＰＭＬ額ＲＵＢの

合計額をいう。

（注１－１－１）基準ＰＭＬ額ＲＵＢと

は、ゴム先物等清算資格に係る各区

分口座（業務方法書第４６条の３及

び第４６条の４に規定する各区分口

座をいう。）に関して、ストレスシ

ナリオの下で未決済約定から生じる

損失額からゴム先物等清算資格に係

る取引証拠金所要相当額を控除した

額（当該各区分口座のうち業務方法

書第４６条の３第１号に規定する区

分口座以外の区分口座にあっては、

正の額に限る。）を合計した額をい

う。

ｂ 個社按分基礎ＩＭ額ＲＵＢとは、各清

算参加者の、先物・オプション清算基

金所要額算出基準日からさかのぼって

１か月間の各取引日のゴム先物等清算

資格に係る取引証拠金所要相当額の総

額（各清算参加者が管理する業務方法

書第４６条の３及び第４６条の４に規

定する区分口座のゴム先物等清算資格

に係る取引証拠金所要相当額を合算し

た額をいう。）の平均額をいう。

ｃ （略）

６．農産物先物等清算資格に係る清算基金所

要額（以下「農産物先物等清算基金所要

額」という。）

農産物先物等清算基金所要額は、次に定

める計算式により算出される額とする。な

お、計算式における用語の意義は、次のａ

からｃまでに定めるとおりとする。

農産物先物等清算基金所要額

＝（期間平均基準ＰＭＬ額ＡＧＲ又は算出

基準日における日次最大基準ＰＭＬ額

ＡＧＲのいずれか大きい方の値）×個社

按分基礎ＩＭ額ＡＧＲ／按分基礎ＩＭ総

額ＡＧＲ

６．農産物先物等清算資格に係る清算基金所

要額（以下「農産物先物等清算基金所要

額」という。）

農産物先物等清算基金所要額は、次に定

める計算式により算出される額とする。な

お、計算式における用語の意義は、次のａ

からｃまでに定めるとおりとする。

農産物先物等清算基金所要額

＝（期間平均基準ＰＭＬ額ＡＧＲ又は算出

基準日における日次最大基準ＰＭＬ額

ＡＧＲのいずれか大きい方の値）×個社

按分基礎ＩＭ額ＡＧＲ／按分基礎ＩＭ総

額ＡＧＲ
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ａ 期間平均基準ＰＭＬ額ＡＧＲとは、日

次最大基準ＰＭＬ額ＡＧＲの算出対象期

間における平均値をいう。

（注１）日次最大基準ＰＭＬ額ＡＧＲと

は、ストレスシナリオ別最大基準Ｐ

ＭＬ額ＡＧＲの各日における最大値を

いう。

（注１－１）ストレスシナリオ別最大

基準ＰＭＬ額ＡＧＲとは、各ストレス

シナリオにおける清算参加者の基準

ＰＭＬ額ＡＧＲ（清算参加者に関係会

社等に該当する他の清算参加者が存

在する場合には、当該他の清算参加

者の基準ＰＭＬ額ＡＧＲを合計した

額）が最大となる清算参加者の基準

ＰＭＬ額ＡＧＲ及び純財産額が下位の

５社の清算参加者の当該ストレスシ

ナリオにおける基準ＰＭＬ額ＡＧＲの

合計額をいう。

（注１－１－１）基準ＰＭＬ額ＡＧＲと

は、農産物先物等清算資格に係る各

区分口座（業務方法書第４６条の３

及び第４６条の４に規定する各区分

口座をいう。）に関して、ストレス

シナリオの下で未決済約定から生じ

る損失額から農産物先物等清算資格

に係る取引証拠金所要相当額（先

物・オプション取引に係る取引証拠

金等に関する規則第９条の２第１項

に規定する取引証拠金の事前割増額

を除く。）を控除した額（当該各区

分口座のうち業務方法書第４６条の

３第１号に規定する区分口座以外の

区分口座にあっては、正の額に限

る。）を合計した額をいう。

ｂ 個社按分基礎ＩＭ額ＡＧＲとは、各清

算参加者の、先物・オプション清算基

金所要額算出基準日からさかのぼって

１か月間の各取引日の農産物先物等清

算資格に係る取引証拠金所要相当額の

総額（各清算参加者が管理する業務方

法書第４６条の３及び第４６条の４に

規定する区分口座の農産物先物等清算

資格に係る取引証拠金所要相当額（先

物・オプション取引に係る取引証拠金

等に関する規則第９条の２第１項に規

定する取引証拠金の事前割増額を除

く。）を合算した額をいう。）の平均

額をいう。

ｃ （略）

ａ 期間平均基準ＰＭＬ額ＡＧＲとは、日

次最大基準ＰＭＬ額ＡＧＲの算出対象期

間における平均値をいう。

（注１）日次最大基準ＰＭＬ額ＡＧＲと

は、ストレスシナリオ別最大基準Ｐ

ＭＬ額ＡＧＲの各日における最大値を

いう。

（注１－１）ストレスシナリオ別最大

基準ＰＭＬ額ＡＧＲとは、各ストレス

シナリオにおける清算参加者の基準

ＰＭＬ額ＡＧＲ（清算参加者に関係会

社等に該当する他の清算参加者が存

在する場合には、当該他の清算参加

者の基準ＰＭＬ額ＡＧＲを合計した

額）が最大となる清算参加者の基準

ＰＭＬ額ＡＧＲ及び純財産額が下位の

５社の清算参加者の当該ストレスシ

ナリオにおける基準ＰＭＬ額ＡＧＲの

合計額をいう。

（注１－１－１）基準ＰＭＬ額ＡＧＲと

は、農産物先物等清算資格に係る各

区分口座（業務方法書第４６条の３

及び第４６条の４に規定する各区分

口座をいう。）に関して、ストレス

シナリオの下で未決済約定から生じ

る損失額から農産物先物等清算資格

に係る取引証拠金所要相当額を控除

した額（当該各区分口座のうち業務

方法書第４６条の３第１号に規定す

る区分口座以外の区分口座にあって

は、正の額に限る。）を合計した額

をいう。

ｂ 個社按分基礎ＩＭ額ＡＧＲとは、各清

算参加者の、先物・オプション清算基

金所要額算出基準日からさかのぼって

１か月間の各取引日の農産物先物等清

算資格に係る取引証拠金所要相当額の

総額（各清算参加者が管理する業務方

法書第４６条の３及び第４６条の４に

規定する区分口座の農産物先物等清算

資格に係る取引証拠金所要相当額を合

算した額をいう。）の平均額をいう。

ｃ （略）



- 20 -

７．原油先物等清算資格に係る清算基金所要

額（以下「原油先物等清算基金所要額」と

いう。）

原油先物等清算基金所要額は、次に定め

る計算式により算出される額とする。な

お、計算式における用語の意義は、次のａ

からｃまでに定めるとおりとする。

原油先物等清算基金所要額

＝（期間平均基準ＰＭＬ額ＰＴＬ又は算

出基準日における日次最大基準ＰＭ

Ｌ額ＰＴＬのいずれか大きい方の

値）×個社按分基礎ＩＭ額ＰＴＬ／

按分基礎ＩＭ総額ＰＴＬ

ａ 期間平均基準ＰＭＬ額ＰＴＬとは、

日次最大基準ＰＭＬ額ＰＴＬの算出対

象期間における平均値をいう。

（注１）日次最大基準ＰＭＬ額ＰＴＬ

とは、ストレスシナリオ別最大基準

ＰＭＬ額ＰＴＬの各日における最大

値をいう。

（注１－１）ストレスシナリオ別最大

基準ＰＭＬ額ＰＴＬとは、各ストレ

スシナリオにおける清算参加者の基

準ＰＭＬ額ＰＴＬ（清算参加者に関

係会社等に該当する他の清算参加者

が存在する場合には、当該他の清算

参加者の基準ＰＭＬ額ＰＴＬを合計

した額）が最大となる清算参加者の

基準ＰＭＬ額ＰＴＬ及び２番目に最

大となる清算参加者の基準ＰＭＬ額

ＰＴＬの合計額をいう。

（注１－１－１）基準ＰＭＬ額ＰＴＬ

とは、原油先物等清算資格に係る各

区分口座（業務方法書第４６条の３

及び第４６条の４に規定する各区分

口座をいう。）に関して、ストレス

シナリオの下で未決済約定から生じ

る損失額から原油先物等清算資格に

係る取引証拠金所要相当額（先物・

オプション取引に係る取引証拠金等

に関する規則第９条の２第１項に規

定する取引証拠金の事前割増額を除

く。）を控除した額（当該各区分口

座のうち業務方法書第４６条の３第

１号に規定する区分口座以外の区分

口座にあっては、正の額に限る。）

を合計した額をいう。

ｂ 個社按分基礎ＩＭ額ＰＴＬとは、各

清算参加者の、先物・オプション清算

７．原油先物等清算資格に係る清算基金所要

額（以下「原油先物等清算基金所要額」と

いう。）

原油先物等清算基金所要額は、次に定め

る計算式により算出される額とする。な

お、計算式における用語の意義は、次のａ

からｃまでに定めるとおりとする。

原油先物等清算基金所要額

＝（期間平均基準ＰＭＬ額ＰＴＬ又は算

出基準日における日次最大基準ＰＭ

Ｌ額ＰＴＬのいずれか大きい方の

値）×個社按分基礎ＩＭ額ＰＴＬ／

按分基礎ＩＭ総額ＰＴＬ

ａ 期間平均基準ＰＭＬ額ＰＴＬとは、

日次最大基準ＰＭＬ額ＰＴＬの算出対

象期間における平均値をいう。

（注１）日次最大基準ＰＭＬ額ＰＴＬ

とは、ストレスシナリオ別最大基準

ＰＭＬ額ＰＴＬの各日における最大

値をいう。

（注１－１）ストレスシナリオ別最大

基準ＰＭＬ額ＰＴＬとは、各ストレ

スシナリオにおける清算参加者の基

準ＰＭＬ額ＰＴＬ（清算参加者に関

係会社等に該当する他の清算参加者

が存在する場合には、当該他の清算

参加者の基準ＰＭＬ額ＰＴＬを合計

した額）が最大となる清算参加者の

基準ＰＭＬ額ＰＴＬ及び２番目に最

大となる清算参加者の基準ＰＭＬ額

ＰＴＬの合計額をいう。

（注１－１－１）基準ＰＭＬ額ＰＴＬ

とは、原油先物等清算資格に係る各

区分口座（業務方法書第４６条の３

及び第４６条の４に規定する各区分

口座をいう。）に関して、ストレス

シナリオの下で未決済約定から生じ

る損失額から原油先物等清算資格に

係る取引証拠金所要相当額を控除し

た額（当該各区分口座のうち業務方

法書第４６条の３第１号に規定する

区分口座以外の区分口座にあって

は、正の額に限る。）を合計した額

をいう。

ｂ 個社按分基礎ＩＭ額ＰＴＬとは、各

清算参加者の、先物・オプション清算
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基金所要額算出基準日からさかのぼっ

て１か月間の各取引日の原油先物等清

算資格に係る取引証拠金所要相当額の

総額（各清算参加者が管理する業務方

法書第４６条の３及び第４６条の４に

規定する区分口座の原油先物等清算資

格に係る取引証拠金所要相当額（先

物・オプション取引に係る取引証拠金

等に関する規則第９条の２第１項に規

定する取引証拠金の事前割増額を除

く。）を合算した額をいう。）の平均

額をいう。

ｃ （略）

基金所要額算出基準日からさかのぼっ

て１か月間の各取引日の原油先物等清

算資格に係る取引証拠金所要相当額の

総額（各清算参加者が管理する業務方

法書第４６条の３及び第４６条の４に

規定する区分口座の原油先物等清算資

格に係る取引証拠金所要相当額を合算

した額をいう。）の平均額をいう。

ｃ （略）

８． （略） ８． （略）

付  則

１ この改正規定は、令和４年９月２１日か

ら施行する。

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係

る当社と清算参加者の間の決済を行うため

に必要な当社が設置するシステムの稼働に

支障が生じた場合その他やむを得ない事由

により、改正後の規定を適用することが適

当でないと当社が認める場合には、令和４

年９月２１日以後の当社が定める日から施

行する。
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先物・オプション取引に係る取引証拠金等に関する規則の取扱いの一部改正新旧対照表

新 旧

（取引証拠金の事前割増額の取扱い）

第２条の３ 取引証拠金規則第９条の２第１

項に規定する取引証拠金の事前割増額の算

出に用いる当社が定める割合は、指定市場

開設者が休業日において立会を行う日とし

て定める日（以下「祝日取引実施日」とい

う。）の連続する日数及び指定市場開設者

が祝日取引実施日において取引を行う先

物・オプション取引に係る清算資格に応じ

て当社が定める割合とする。

（新設）

（金銭の取扱い）

第２条の４ （略）

（金銭の取扱い）

第２条の３ （略）

（日中清算値段、日中清算数値及び日中清

算価格に関する準用等）

第２条の５ （略）

（日中清算値段、日中清算数値及び日中清

算価格に関する準用等）

第２条の４ （略）

付  則

１ この改正規定は、令和４年９月２１日か

ら施行する。

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係

る当社と清算参加者の間の決済を行うため

に必要な当社が設置するシステムの稼働に

支障が生じた場合その他やむを得ない事由

により、改正後の規定を適用することが適

当でないと当社が認める場合には、令和４

年９月２１日以後の当社が定める日から施

行する。
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商品取引債務引受業に係る取引証拠金等に関する規則の一部改正新旧対照表

新 旧

（委託者等の証拠金所要額）

第５条 前条の規定は、次項に定める場合を

除き、委託者、取次委託者、清算取次委託

者及び清算取次者に対する委託者（以下

「委託者等」という。）の証拠金所要額

（第１２条の２第４項の規定により委託者

等が事前割増額の預託を行う場合において

は、当該事前割増額のうち当該委託者等に

係る額を加算する。以下同じ。）について

準用する。この場合において、「自己分の

取引証拠金所要額」とあるのは「委託者等

の証拠金所要額」と、「自己分のＳＰＡＮ

証拠金額」とあるのは「委託者等のＳＰＡ

Ｎ証拠金額」と、「自己分の取引受渡証拠

金」とあるのは「委託者等の取引受渡証拠

金」と、「第８条第１項及び第９条第１

項」とあるのは「第８条第２項」と、「取

引参加者の自己の計算による」とあるのは

「当該委託者等の委託に基づく」と読み替

えるものとする。

（委託者等の証拠金所要額）

第５条 前条の規定は、次項に定める場合を

除き、委託者、取次委託者、清算取次委託

者及び清算取次者に対する委託者（以下

「委託者等」という。）の証拠金所要額に

ついて準用する。この場合において、「自

己分の取引証拠金所要額」とあるのは「委

託者等の証拠金所要額」と、「自己分のＳ

ＰＡＮ証拠金額」とあるのは「委託者等の

ＳＰＡＮ証拠金額」と、「自己分の取引受

渡証拠金」とあるのは「委託者等の取引受

渡証拠金」と、「第８条第１項及び第９条

第１項」とあるのは「第８条第２項」と、

「取引参加者の自己の計算による」とある

のは「当該委託者等の委託に基づく」と読

み替えるものとする。

２ （略） ２ （略）

（自己分の取引証拠金の預託）

第１２条 清算参加者は、自己の計算による

先物取引の売付け若しくは買付けが成立し

た場合又は受渡しにより決済を行う場合

は、第４条に規定する取引参加者の自己分

の取引証拠金所要額（商品取引債務引受業

に関する業務方法書第１９条第４項に規定

する届出を行った清算参加者にあっては当

該取引証拠金所要額に次条に規定する取引

証拠金の事前割増額を加えた額）以上の額

の取引証拠金を、当社が定めるところによ

り、当社に預託しなければならない。この

場合において、当該取引証拠金は、充用有

価証券等をもって預託することができる。

（自己分の取引証拠金の預託）

第１２条 清算参加者は、自己の計算による

先物取引の売付け若しくは買付けが成立し

た場合又は受渡しにより決済を行う場合

は、第４条に規定する自己分の取引証拠金

所要額以上の額の取引証拠金を、当社が定

めるところにより、当社に預託しなければ

ならない。この場合において、当該取引証

拠金は、充用有価証券等をもって預託する

ことができる。

（取引証拠金の事前割増額）

第１２条の２ 取引証拠金の事前割増額は、

指定市場開設者が休業日において立会を行

う日として定める日（以下「祝日取引実施

日」という。）から起算して３日前（祝日

取引実施日でない休業日を除く。ただし、

祝日取引実施日が連続する休業日に設定さ

れる場合（当該連続する休業日の間に祝日

取引実施日でない休業日がある場合を含

む。以下「連続する祝日取引実施日」とい

（新設）
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う。）には、当該連続する祝日取引実施日

の初日から起算するものとする。）におけ

る清算参加者の区分口座で管理される建玉

のうち、指定市場開設者が休業日において

立会を行う先物・オプション取引に係る建

玉について、ＳＰＡＮにより計算した証拠

金額に当社が定める割合を乗じて得た額

を、当該清算参加者のすべての区分口座に

ついて合計した額をいう。

２ 前項の規定にかかわらず、商品取引債務

引受業に関する業務方法書第１９条第４項

に定める届出を行った清算参加者が同第５

３条第２号、第３号又は第５４条第２号に

規定する一の区分口座で管理する建玉に係

る委託者等について、当社が定めるところ

により当該委託者等が祝日取引実施日にお

ける取引を行わないことを理由に当該委託

者等を管理する区分口座を取引証拠金の事

前割額の計算の適用外とすることを希望す

る旨の申請を行った場合において、当社が

当該申請を承認したときは、当社は当該区

分口座を前項の事前割増額の算出から除外

することができる。

３ 第１項の規定にかかわらず、清算参加者

は、事前割増額の起因となった一の委託者

等との間で、事前割増額のうち当該委託者

等に起因する額として当社が定める額に限

り、当該委託者等の金銭をもって預託する

ことを合意することができる。

４ 清算参加者は、前項の規定により、委託

者等との間で合意した場合において、当社

が定めるところによりその旨の申請を行

い、当社が当該申請を承認した場合には、

当該委託者等に係る区分口座に係る事前割

増額について、当該委託者等の取引証拠金

として、当社が定めるところにより、当社

に預託することができる。この場合におい

て、当該取引証拠金は、充用有価証券等を

もって預託することができる。

（日中取引証拠金所要額）

第２４条 日中取引証拠金所要額は、日中リ

スク再計算額に日中先物取引差金相当額

を、当該額が支払いとなる場合は加え、受

領となる場合は減じて得た額に、商品取引

債務引受業に関する業務方法書第５３条及

び同第５４条に規定する区分口座（同第５

３条第１号に規定する区分口座を除く。以

下この条、第２７条、第２９条、第３０条

及び第３２条において同じ。）ごとの担保

超過リスク額を合計した額及び第１２条の

（日中取引証拠金所要額）

第２４条 日中取引証拠金所要額は、日中リ

スク再計算額に日中先物取引差金相当額

を、当該額が支払いとなる場合は加え、受

領となる場合は減じて得た額に、商品取引

債務引受業に関する業務方法書第５３条及

び同第５４条に規定する区分口座（同第５

３条第１項第１号に規定する区分口座を除

く。以下この条、第２７条、第２９条、第

３０条及び第３２条において同じ。）ごと

の担保超過リスク額を合計した額を加えた
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２第１項に定める事前割増額を加えた額と

する。この場合において、これらの用語の

意義は、次の各号に定めるところによる。

額とする。この場合において、これらの用

語の意義は、次の各号に定めるところによ

る。

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略）

（緊急取引証拠金所要額）

第２７条 緊急取引証拠金所要額は、リスク

再計算額に先物取引差金相当額を、当該額

が支払いとなる場合は加え、受領となる場

合は減じて得た額に、商品取引債務引受業

に関する業務方法書第５３条及び同第５４

条に規定する区分口座ごとの担保超過リス

ク額を合計した額及び第１２条の２第１項

に定める事前割増額を加えた額とする。こ

の場合において、これらの用語の意義は、

次の各号に定めるところによる。

（緊急取引証拠金所要額）

第２７条 緊急取引証拠金所要額は、リスク

再計算額に先物取引差金相当額を、当該額

が支払いとなる場合は加え、受領となる場

合は減じて得た額に、商品取引債務引受業

に関する業務方法書第５３条及び同第５４

条に規定する区分口座ごとの担保超過リス

ク額を合計した額を加えた額とする。この

場合において、これらの用語の意義は、次

の各号に定めるところによる。

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略）

付  則

この改正規定は、令和４年９月２１日か

ら施行する。
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商品取引債務引受業に関する業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表

新 旧

（措置の対象とする取引証拠金）

第１０条 業務方法書第３２条第１項に規定

する当社が定める取引証拠金は、商品取引

債務引受業に係る取引証拠金等に関する規

則第１２条の２第１項（同条第３項による

もののうち業務方法書第５３条第２号及び

第５４条第２号に規定する区分口座に係る

ものを除く。）及び商品取引債務引受業に

係る取引証拠金等に関する規則第２２条第

２号に掲げる取引証拠金とする。

（措置の対象とする取引証拠金）

第１０条 業務方法書第３２条第１項に規定

する当社が定める取引証拠金は、商品取引

債務引受業に係る取引証拠金等に関する規

則第２２条第２号に掲げる取引証拠金とす

る。

２ 業務方法書第３２条第２項に規定する当

社が定める取引証拠金は、商品取引債務引

受業に係る取引証拠金等に関する規則第１

２条の２第１項（同条第３項によるものの

うち業務方法書第５３条第２号及び第５４

条第２号に規定する区分口座に係るものを

除く。）並びに商品取引債務引受業に係る

取引証拠金等に関する規則第２２条第２

号、第５号及び第９号に掲げる取引証拠金

とする。

２ 業務方法書第３２条第２項に規定する当

社が定める取引証拠金は、商品取引債務引

受業に係る取引証拠金等に関する規則第２

２条第２号、第５号及び第９号に掲げる取

引証拠金とする。

（連続する祝日取引実施日における指標の

算出方法等）

第１１条の２ 業務方法書第３３条の２第１

項に定める当社が定める指標は、商品取引

債務引受業に係る取引証拠金等に関する規

則第３０条第２項に規定する通常市場環境

下リスク相当額通算額を、清算参加者の自

己分の取引証拠金預託額及び清算基金預託

額の合計額で除して算出する。

（新設）

２ 業務方法書第３３条の２第１項第１号に

定める当社が定める判定時刻は１６時、同

項第２号に定める当社が期限として定める

時刻は１１時とする。

３ 業務方法書第３３条の２第２項に定める

当社が別に定める値は１とする。

４ 業務方法書第３３条の２第３項に定める

当社が定める金額は、業務方法書第８１条

第４項に規定する第三者による損失補償に

より受領する金銭のうち祝日取引実施日に

おける決済不履行の損失の補填を目的とし

たものとする。

付  則

この改正規定は、令和４年９月２１日か

ら施行する。
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商品取引債務引受業に関する清算基金所要額に関する規則の一部改正新旧対照表

新 旧

別表 別表

清算基金所要額の算出に関する表 清算基金所要額の算出に関する表

１．エネルギー先物等清算資格に係る清算基

金所要額（以下「エネルギー先物等清算基

金所要額」という。）

エネルギー先物等清算基金所要額は、次

に定める計算式により算出される額とす

る。ただし、当該額が１，０００万円を下

回る場合は、１，０００万円とする。な

お、計算式における用語の意義は、次のａ

からｃまでに定めるとおりとする。

エネルギー先物等清算基金所要額

＝（期間平均基準ＰＭＬ額ＥＮＧ又は算出

基準日における日次最大基準ＰＭＬ額

ＥＮＧのいずれか大きい方の値）×個社

按分基礎ＩＭ額ＥＮＧ／按分基礎ＩＭ総

額ＥＮＧ

ａ 期間平均基準ＰＭＬ額ＥＮＧとは、日

次最大基準ＰＭＬ額ＥＮＧの算出対象期

間における平均値をいう。

（注１）日次最大基準ＰＭＬ額ＥＮＧと

は、ストレスシナリオ別最大基準Ｐ

ＭＬ額ＥＮＧの各日における最大値を

いう。

（注１－１）ストレスシナリオ別最大

基準ＰＭＬ額ＥＮＧとは、各ストレス

シナリオにおける清算参加者の基準

ＰＭＬ額ＥＮＧ（清算参加者に関係会

社等（ある会社の子会社及び関連会

社並びに当該ある会社の親会社、当

該親会社の子会社及び当該親会社の

関連会社をいう。以下同じ。）に該

当する他の清算参加者が存在する場

合には、当該他の清算参加者の基準

ＰＭＬ額ＥＮＧを合計した額）が最大

となる清算参加者の基準ＰＭＬ額ＥＮ

Ｇ及び純資産額が下位の５社の清算

参加者の当該ストレスシナリオにお

ける基準ＰＭＬ額ＥＮＧの合計額をい

う。

（注１－１－１）基準ＰＭＬ額ＥＮＧと

は、エネルギー先物等清算資格に係

る各区分口座（商品取引債務引受業

に関する業務方法書第５３条及び同

第５４条に規定する各区分口座をい

１．エネルギー先物等清算資格に係る清算基

金所要額（以下「エネルギー先物等清算基

金所要額」という。）

エネルギー先物等清算基金所要額は、次

に定める計算式により算出される額とす

る。ただし、当該額が１，０００万円を下

回る場合は、１，０００万円とする。な

お、計算式における用語の意義は、次のａ

からｃまでに定めるとおりとする。

エネルギー先物等清算基金所要額

＝（期間平均基準ＰＭＬ額ＥＮＧ又は算出

基準日における日次最大基準ＰＭＬ額

ＥＮＧのいずれか大きい方の値）×個社

按分基礎ＩＭ額ＥＮＧ／按分基礎ＩＭ総

額ＥＮＧ

ａ 期間平均基準ＰＭＬ額ＥＮＧとは、日

次最大基準ＰＭＬ額ＥＮＧの算出対象期

間における平均値をいう。

（注１）日次最大基準ＰＭＬ額ＥＮＧと

は、ストレスシナリオ別最大基準Ｐ

ＭＬ額ＥＮＧの各日における最大値を

いう。

（注１－１）ストレスシナリオ別最大

基準ＰＭＬ額ＥＮＧとは、各ストレス

シナリオにおける清算参加者の基準

ＰＭＬ額ＥＮＧ（清算参加者に関係会

社等（ある会社の子会社及び関連会

社並びに当該ある会社の親会社、当

該親会社の子会社及び当該親会社の

関連会社をいう。以下同じ。）に該

当する他の清算参加者が存在する場

合には、当該他の清算参加者の基準

ＰＭＬ額ＥＮＧを合計した額）が最大

となる清算参加者の基準ＰＭＬ額ＥＮ

Ｇ及び純資産額が下位の５社の清算

参加者の当該ストレスシナリオにお

ける基準ＰＭＬ額ＥＮＧの合計額をい

う。

（注１－１－１）基準ＰＭＬ額ＥＮＧと

は、エネルギー先物等清算資格に係

る各区分口座（商品取引債務引受業

に関する業務方法書第５３条及び同

第５４条に規定する各区分口座をい
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う。）に関して、ストレスシナリオ

の下で未決済約定から生じる損失額

からエネルギー先物等清算資格に係

る取引証拠金所要相当額（商品取引

債務引受業に係る取引証拠金等に関

する規則第１２条の２第１項に規定

する取引証拠金の事前割増額を除

く。）を控除した額（当該各区分口

座のうち同第５３条第１号に規定す

る区分口座以外の区分口座にあって

は、正の額に限る。）を合計した額

をいう。

ｂ 個社按分基礎ＩＭ額ＥＮＧとは、各清

算参加者の、清算基金所要額算出基準

日からさかのぼって１か月間の各取引

日のエネルギー先物等清算資格に係る

取引証拠金所要相当額の総額（各清算

参加者が管理する商品取引債務引受業

に関する業務方法書第５３条及び同第

５４条に規定する区分口座のエネルギ

ー先物等清算資格に係る取引証拠金所

要相当額（商品取引債務引受業に係る

取引証拠金等に関する規則第１２条の

２第１項に規定する取引証拠金の事前

割増額を除く。）を合算した額をい

う。）の平均額をいう。

ｃ （略）

う。）に関して、ストレスシナリオ

の下で未決済約定から生じる損失額

からエネルギー先物等清算資格に係

る取引証拠金所要相当額を控除した

額（当該各区分口座のうち同第５３

条第１号に規定する区分口座以外の

区分口座にあっては、正の額に限

る。）を合計した額をいう。

ｂ 個社按分基礎ＩＭ額ＥＮＧとは、各清

算参加者の、清算基金所要額算出基準

日からさかのぼって１か月間の各取引

日のエネルギー先物等清算資格に係る

取引証拠金所要相当額の総額（各清算

参加者が管理する商品取引債務引受業

に関する業務方法書第５３条及び同第

５４条に規定する区分口座のエネルギ

ー先物等清算資格に係る取引証拠金所

要相当額を合算した額をいう。）の平

均額をいう。

ｃ （略）

２．・３． （略） ２．・３． （略）

付  則

この改正規定は、令和４年９月２１日か

ら施行する。
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商品取引債務引受業に係る取引証拠金等に関する規則の取扱いの一部改正新旧対照表

新 旧

（取引証拠金の事前割増額の取扱い）

第４条の２ 取引証拠金規則第１２条の２第

１項に規定する取引証拠金の事前割増額の

算出に用いる当社が定める割合は、指定市

場開設者が休業日において立会を行う日と

して定める日（以下「祝日取引実施日」と

いう。）の連続する日数及び指定市場開設

者が祝日取引実施日において取引を行う先

物・オプション取引に係る清算資格に応じ

て当社が定める割合とする。

（新設）

付  則

この改正規定は、令和４年９月２１日か

ら施行する。


